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平成27年度予算

3



年金や医療関係の給付と財政の関係

社会保障給付費

社会保険料収入

社会保障制度を通じて、国民に給付される金銭・
サービスの合計額

（例）年金の受給額
医療・介護の給付額（自己負担見合いを除く）

※数値は基礎年金国庫負担２分の１ベース。
（出典）社会保障・人口問題研究所「社会保障費用統計」、平成25年度（予算ベース）は厚生労働省推計。

（兆円）
（％）

歳 出

介護・
福祉その他
21.1兆円

［うち介護 9.0兆円］

医 療
36.0兆円

年 金
53.5兆円

保 険 料
62.2兆円

国 税 負 担※

29.7兆円

地方税等負担
11.2兆円

資産収入等

給付費 110.6兆円 財源103.2兆円
＋資産収入

この部分
に対応

一般会計との関係

社会保障関係費
※

29.1兆円

恩給関係費
0.5兆円

○社会保障関係費は、国の税収と公
債金収入（借金）を財源としています。

○社会保障関係費は、毎年度１兆円規模
で増大していく見込みです。

2013年度（予算ベース）

高齢化の進展に伴い、社会保障給付費が大きく伸びる一方で、社会保険料収入は横ばいで推移し、その差額は拡大
傾向。この差額は主に、国や地方の税負担で賄われる。
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第2回
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公的年金とは？

• 公的年金は年をとった時、障害の状態になった時、
不幸にして死亡した時に国が年金を支給し、その人
および家族の生活を守ることを目的としている社会
保障である。

①保険方式

②世代間扶養

• 元々は明治時代の軍人の恩給としてスタートし、そ
のあと公務員、船員へと広がった。

• 現在のように国民皆年金となったのは昭和36年で
ある。
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公的年金制度の仕組み
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年金の種類

老齢給付 年をとったとき

障害給付 障害状態になったとき

遺族給付 死亡したとき
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公的年金 国が法律に基づき管理運営 強制加入

企業年金 会社が保険会社等に運営を委託 会社にあれば強
制加入

個人年金 民間の保険会社等が営利目的で運営 加入は自由



年金制度は２階建て
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注１ 被用者年金制度の一元化に伴い、平成27年10月1日から公務員および私学教職員も厚生年金保険に加入。
また、共済年金の職域加算部分は廃止され、新たに年金払い退職給付が創設。ただし、平成27年9月30日まで
の共済年金に加入していた期間分については、平成27年10月以後においても、加入期間に応じた職域加算部
分を支給。
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国民年金被保険者の種類
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ポイント

• 基本的に20歳以上になったら国民年金に加入し、
原則として60歳になる40年間保険料を払い続け
る。

• 夫が第2号被保険者で自分は働いていない→第
3号被保険者となる（保険料必要なし）。

• 夫が第1号被保険者で自分は働いていない→第
1号被保険者となる（保険料必要あり）。

• また、厚生年金（第2号被保険者）は労使折半な
のに対し、第1号被保険者はすべて自分が払う。
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①加入期間＋②年齢＋③生存が支給要件
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10年以上に短縮
（2017年8/1～）



基礎年金受給額
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注： 保険料免除制度

• 所得が少なく本人・世帯主・配偶者の前年所
得が一定額以下の場合や失業した場合など、
国民年金保険料を納めることが経済的に困
難な場合は、本人が申請書を提出し、申請後
に承認されると保険料の納付が免除

• 免除される額は、全額、4分の3、半額、4分の
1の四種類
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ポイント

• 学生納付特例制度、若年者納付猶予制度、一部免
除、全部免除あり

• 通常の場合で、国民年金の保険料を納付しなかっ
た場合、過去2年にさかのぼって追納が可能である
が、現在は特例で10年にさかのぼって追納が可能。

• 国民年金保険料は全額社会保険料控除となり、課
税所得から控除される。従って、所得税や住民税の
税負担を減らすことが可能。
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老齢基礎年金は65歳から、しかし
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2013 4/17の日本経済新聞

• 65歳以上3000万人突破。高齢化率24.1%。
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2014 3/21の日本経済新聞
→ 現状、先送り

• 基礎年金の保険料納付65歳まで
厚労省検討 持続性高める

厚生労働省は公的年金制度を見直す検討
に入った。全国民に共通する基礎年金（国
民年金）保険料の納付期間を５年延ばし原
則65歳までとする。厚生年金に入るパート労
働者も増やす。人口減などの社会情勢の変
化に年金制度が追いついていないためだ。
改革案は制度の持続性を高める狙いだが、
負担増や給付減への反発は強く実現には曲
折がありそうだ。

厚労省は公的年金の財政状況を点検する５
年に１度の作業を始めた。年内に改革案を
まとめ、来年の通常国会への改正法案の提
出を目指す。
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厚生年金保険の加入について

• 厚生年金保険に加入する人

正社員、アルバイト、パート、試用期間中の人、フ
リーター。

• パート、アルバイトでも正社員とたいして変わらずに
働く人（正社員の4分の３以上の労働）であれば、厚
生年金に加入しなければならない。

• 第2号被保険者の配偶者は年収130万円未満であ
れば、第3号被保険者として保険料を負担する必要
はない。
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厚生年金の保険料

• 会社と労働者で半分ずつ負担

• 厚生年金保険料＝標準報酬月額×保険料
率

• 保険料率は1000分の167.66であるが、1000
分の183.0にまで引き上げられる予定。
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老齢厚生年金の支給について

• 受給資格期間は老齢基礎年金と同様の25年

• 支給開始年齢も老齢基礎年金と同様の65歳

• 受給額＝①報酬比例部分＋②加給年金

①報酬比例部分
[(平均標準報酬月額)×(10/1000～7.5/1000（※）
)×(平成15年3月までの被保険者期間の月数)+(平
均標準報酬額)×(7.692/1000～5.769/1000（※）)×(
平成15年4月以後の被保険者期間の月数
)]×1.031×0.978
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10年以上に短縮
（2017年8/1～）



加給年金

• 厚生年金や共済年金の加入者が、老齢厚生（共
済）年金を受け取る場合に、配偶者や子供など
の扶養者がいると、上乗せして支給される年金
のこと。

配偶者：22万4500円

子ども ：2人目まで、1人につき22万4500円。

3人目から7万4800円

（平成27年度の年額）
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年金給付は物価スライド制が適用

• 物価スライド（昭和48年（1973）導入）は、年金

額の実質価値を維持するため、物価の変動
に応じて年金額を改定すること。

• 現行の物価スライド制では、前年（1～12月）
の消費者物価指数の変動に応じ、翌年4月分

から自動的に年金額が改定。インフレにも対
応できる。
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給付の例
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公的年金の障害給付

• 公的年金に加入している人が、何らかの病気や事
故で一定の障害状態になった場合、支給要件を満
たしていれば障害給付を受けられる。

• 老齢給付と同じく２階建てとなっており、「障害基礎
年金」＋「障害厚生(共済)年金」
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障害基礎年金をもらうための要件

1. 保険料をきちんと納めていること

2. 初診日から1年6か月経過した日に1級から2級の
障害の状態であること

3. 初診日が国民年金加入中か20歳前にあること
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（参考）20歳前傷病とは

• 通常、障害年金を受け取るためには、病気やケガ
のために初めて病院を受診した日までに一定の年
金の保険料を納めている必要があるが、年金に加
入できるのは20歳からであるため、20歳傷病の場
合は保険料を納めることができない。

• そのため、20歳前傷病の場合は保険料納付要件が
問われない。

• ただし、20歳よりも前に厚生年金に加入しており、そ
の期間に初診日がある場合は20歳前傷病ではなく
障害厚生年金の請求になり、納付要件を問われる。
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障害基礎年金の給付額

• １級障害

老齢基礎年金額×1.25

• 2級障害

老齢基礎年金額×1.00

• 子（18歳未満の子など）の加算

2人目まで１人につき226,300円（年額）

3人目から1人につき75,400円（年額）
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公的年金の遺族給付

• 公的年金の加入者や、かつての加入者で要
件を満たしている人が死亡したときには、一
定の遺族に遺族給付が支払われる。
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遺族基礎年金の給付額

• 子のいる妻と子が遺族の場合
基本額 老齢基礎年金額
子どもについて
2人目まで１人につき226,300円
3人目以降1人につき75,400円

• 子だけが遺族の場合
1人目 老齢基礎年金額
2人目 226,300円
3人目以降1人につき 75,400円
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第3回
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積立方式と賦課方式

• 年金財政の運営については大きく分けて積
立方式と賦課方式がある。

38



メリットとデメリット
積立方式 賦課方式(日本)

特徴 現役期のうちに保険料を拠
出し、それを積み立て運用
された基金を年金給付の財
源とする。

現役世代が保険料として拠出し
た額を同時期の引退世代の年金
給付に充てる制度である。世代
間の所得移転を前提

収益率 利子率（名目利子率） 人口成長率

メリット 高齢化の進行等により人口
構成の変化が生じても、各
世代が年金の負担・給付に
関して影響を受けない。

予期し得ないインフレといった
不確実性に対応できる。

デメリッ
ト

予期し得ないインフレと
いった不確実性への対応に
限界

高齢化等の人口構成の変化があ
るときは、世代間の不公平が生
じる。
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賦課方式の年金収益率

• 今、おじいさんの人が10人いて若い時に保険
料を10000円支払った。そして若い人が11人
いて1人10000円の保険料で11万円集まった。

• これを10人のおじいさんで分ければ、1人1.1
万円で10%の収益率となる。
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進む世代間の不公平

41



進む高齢化

• 65歳まで生きた場合の平均余命

男性：83.69歳 女性：88.66歳

（それぞれ1955年から2011年で6.87年、9.53
年延びる）

• 高齢化率（65歳以上人口÷全人口）

3000万人突破し、24.1%

• 2010年度の年金給付総額は51.1兆円
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平均寿命の推移
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減少する年金積立金
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2004年の年金改革
給付水準 ・今後の少子化の中でも、標準的な年金の給付水準は、

年金を受給し始める時点（65 歳）で現役サラリーマン
世帯の平均的所得の50%を上回るものとする。
・平成35（2023）年度以降 50.2%

保険料負担 ・平成29年度までに厚生年金保険料率を18.3%、国民年
金保険料を16900円に引き上げ、以降は固定する。

基礎年金の
国庫負担

・平成21年度までに1/2に引き上げ。

積立金 ・おおむね100年間で財政均衡を図る方式とする（有限
均衡方式）。
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所得代替率＝年金月額÷手取り賃金（ボーナス込み年収の月額換算値）
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2015 1/30の日本経済新聞

• 年金抑制、８年遅れ始動 マクロスライドを初適用

厚生労働省は30日、公的年金の支給額の伸びを賃金や物価の上昇分より抑える「マクロ経済スライド」を初めて発
動することを決めた。2015年４月からの年金受取額は14年度より0.9％増にとどまる。年金財政の悪化を食い止める
狙いだが、発動時期が当初計画から８年も遅れており、保険料を支払う現役世代に負担のしわ寄せが及んでいる。

公的年金にはもともと賃金や物価の上昇分を毎年反映して支給額を増やす仕組みがある。14年の上昇分は2.3％
だったため、これまでなら夫婦２人のモデル世帯の年金額も同率増えて、15年度は月22万４千円ほど受け取れるは
ずだったが、マクロスライドの実施で２千円ほど差し引かれる。また過去の年金のもらい過ぎを解消するため、さらに
0.5％減り、年金額は月22万1507円にとどまることになった。 （略）

ただマクロスライドは物価が下落しているデフレ環境下では使わないルールがあったため、当初計画の07年度から
の発動は大幅に遅れて実施まで８年もかかった。そのため年金の支給額は、現役世代の収入と比べて62.7％と高
止まりしている。マクロスライドを予定通り07年度から適用していれば、54％に抑制できる見通しだった。

そのため公的年金は保険料の支払額と受給額にギャップが生じ、世代間格差が広がっている。14年時点で65歳の
高齢者の年金受取額は、現役世代の収入の62.7％あるが、同30歳の場合は年金を受け取れるようになっても現役
世代の収入の50.6％しかもらえない見込みで不公平感がある。

「100年安心プラン」はスタートから出遅れつつあるが、もう一段の年金改革の機運は乏しい。公的年金は５年に１
度、財政状態を見直すことになっており、14年がその年だった。厚労省は現在は60歳までとしている保険料の支払
期間を65歳まで５年間延ばす案を検討したが、政府内に慎重論もあり通常国会への法案提出は先送りする。

物価が下落するデフレ環境でもマクロスライドを適用する案もあったが、これも完全導入は見送る方向だ。公的年
金の財政は株価の上昇などで運用益があり、足元では悪化に歯止めがかかっている。ただ長続きする制度にする
にはもう一段の改革議論が必要だ。
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マクロ経済スライド制とは？
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物価の伸びよりも年金の給付の伸びを小さくして
給付を抑える。



デフレでの物価スライド
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非現実的な経済前提？
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過去の年金の財政検証における「賃金上昇率」の
前提の比較 （％） ― from 東京財団
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過去の年金の財政検証における「運用利回り」の
前提の比較 （％） ― from 東京財団
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積立金の減少は予想以上
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労働力の確保は進むか？
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名目ＧＤＰは頭打ち

62

-5

0

5

10

15

20

25

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

年度

名目GDP (10億円)(左)

名目経済成長率 (%)(右)



支え手としての若年世代の役割に限界

1. 非正規労働者の割合は増加傾向にあり、
2011年においては35.5%(1984年では15.3%)

2. 現金給与総額は減少傾向にあり、2010年に
おいては317321円(2002年では343480円)

3. 生活保護世帯比率の中でその他世帯、すな
わち就労世代の世帯が増加

(2008年から2012年までの4年間で11.4万世
帯から26.1万世帯と2.3倍に増加)
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増加する未納率
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低所得者ほど負担が重い
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基礎年金の国庫負担引き上げについて

• 基礎年金部分の給付については、保険料の
みならず税金が投入されている。

• 保険料だけでの給付では現役世代に大きな
負担を負わせるからである。

• 国庫負担が平成21年度に1/3から1/2に引き
上げられた。

• 消費税増税が決まったので、財源については
将来的に確保できることとなった。
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消費税は逆進的

69



老後の生活費はいくら必要か？
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進まない被用者年金加入
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短時間労働者に関する厚生年金被保険者資格
の取扱い （平成２８年１０月施行分）

• 週の所定労働時間及び月の所定労働日数に関
する「４分の３要件」を満たす者に加え、４分の３
要件を満たさない者のうち、

1. 「週所定労働時間が２０時間以上」
2. 「賃金が月額88,000円以上」
3. 「勤務期間が１年以上」
4. 「従業員501人以上の規模である企業に使用さ

れている」
の基準をすべて満たすパート労働者（学生を除
く）について、適用対象とする。
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年金制度間の不公平
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第4回
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年金機能強化法等の改正（平成24年成立）
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産経新聞（2014 11/27）

• 消費税１０％の延期…年金資格短縮、給付は巨額事業

消費税の１０％への引き上げ延期で、来年度の社会保障施策の見直
しが迫られている。消費税が８％に維持されると、平成２７年度に「社
会保障の充実」に充てられる額は１兆３５００億円にとどまる。うち、約
７千億円は、今年度に実施した事業の継続などで使途がおおむね固
まっている。残る約６５００億円で、何を充実させ、何をあきらめるか
－。施策の優先順位が問われている。（佐藤好美）

消費税が１０％に引き上げになれば、年金制度で２つの低所得者向
けの施策が行われる予定だった。

１つは、年金を受けるのに必要な加入年数を２５年から１０年に短縮
する「受給資格期間の短縮」。もう１つが低所得の年金受給者に月５
千円（年６万円）を支給する「年金生活者支援給付金」だ。
（以下、略）
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日本経済新聞（2016/7/12）

脱デフレへ10兆円超す対策 首相きょう指示
年金受給、納付10年で 無年金者17万人救済

安倍晋三首相は11日、参院選を受けて自民党本部で記

者会見し、デフレ脱却に向け「内需を下支えできる総合
的かつ大胆な経済対策を実施したい」と表明した。年金
の受給資格を得るのに必要な保険料の納付期間を、来
年度から短縮する意向を示した。現在の25年から10年
に縮める。融資などを含め事業規模10兆円を超える大

型対策で自らの経済政策「アベノミクス」を進める。首相
は12日に石原伸晃経済財政・再生相に経済対策の検
討を指示する。（以下、略）
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短時間労働者に対する厚生年金・健康保険の適用拡大

• 週の所定労働時間及び月の所定労働日数に関する「４分
の３要件」を満たす者に加え、４分の３要件を満たさない者
のうち、

1. 「週所定労働時間が２０時間以上」
2. 「賃金が月額88,000円以上」
3. 「勤務期間が１年以上」
4. 「従業員501人以上の規模である企業に使用されている」

の基準をすべて満たすパート労働者（学生を除く）について、
適用対象とする。
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受給資格期間の縮小

• 納付した保険料に応じた給付を行い、将来の
無年金者の発生を抑えていくという視点から、
老齢基礎年金の受給資格期間を10年に短縮
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被用者年金一元化
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諸外国の年金制度

84



日本と比較すると？

• 多くの国では受給資格期間がない、または5年、
10年と短いのに対し、日本は25年と長い。

• 支給開始年齢については、日本は将来的に65
歳までに引き上げることとなっている。しかし、い
くつかの国では支給開始年齢を65歳からさらに
引き上げることが予定されている。

• 保険料を負担をみると、多くの国では完全な労
使折半ではなく、事業主が多い負担となっている
のが分かる。
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スウェーデンの年金制度
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1. 保証年金と所得比例年金の存在

2. 所得比例年金は積立方式部分と賦課方式
部分に分かれる。

3. 財政均衡化システム
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年金改革において考慮しなければならないこと
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• 所得代替率＝年金受給額÷退職前所得

• 日本は、先進国平均に比べて所得代替率は低いこと
が分かる。

• しかし、GDP(国内総生産)に占める年金給付額の割合
はそれなりに高いと考えられるが、これは高齢者が多
いことが理由である。

• 高齢化率が低いドイツ、フランスよりも年金給付対
GDP比は低い。
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• 国民負担率＝租税負担率＋社会保障負担率

• 租税負担率＝租税額÷国民所得

• 社会保障負担率＝社会保障負担率÷国民所得

• 日本は、ヨーロッパ諸国に比べて、国民負担率が低い。

• 徴収する税・保険料が相対的に少ないため、給付も
少ないと考えられる。
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• 女性労働参加率は、日本においては結婚、
出産と重なる時期となる30代は他の年代と比
べて減少していることが分かる。

• 一方、スウェーデンなどでは30代でむしろ労

働力率は増加しており、結婚、出産が就業の
ストップにつながらない。

96



移民を受け入れるべき？

97



確認問題

• 以下の内容について簡潔に説明しなさい。

1. 積立方式と賦課方式とは何かを説明しなさい。

2. 賦課方式と積立方式のメリット、デメリットを説明しな
さい。

3. 少子高齢社会においては賦課方式は持続可能では
ないといわれるがそれはなぜか説明しなさい。

4. 国民年金における第1号被保険者、第2号被保険者、
第3号被保険者とは何かを説明しなさい。

5. 日本の年金制度が持続可能となるためにはどのよう
な政策を行うべきか説明しなさい。
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2014 5/11の日本経済新聞

• 年金受け取り「75歳から」選択制を検討 厚労

田村憲久厚生労働相は11日、公的年金の受け取り開始年齢について、個人の判断
で75歳まで延ばせるよう検討する方針を明らかにした。現在は65歳まで開始年齢を
引き上げている最中で、個人の判断で70歳まで遅らせることが可能。富裕層の年金
受け取りを遅らせることで、社会保障費の膨張を抑える狙いだ。

厚労相は同日のＮＨＫ番組で、「今も70歳までは選択で引き上げられ、（受給を遅ら
せると）毎月もらえる額は増える。75歳まで選択制を広げる案が与党から出ており一
つの提案だ」と述べた。

政府内には主要国並みに受け取り年齢を一律で67～68歳まで上げる案がある。田
村厚労相は「67歳、70歳になるまでもらえないのは、国民の反発が非常に大きい」と
慎重な見方を示した。今年は５年に１度年金制度の持続性を点検する年。厚労相発
言を機に、年金改革論議が本格化しそうだ。

現在、公的年金の受け取り開始年齢は、国民年金が65歳。原則60歳だった厚生年
金は男性が2025年度、女性が30年度までに65歳まで段階的に繰り下げている途中
だ。多くの人は受給開始年齢で年金をもらい始めるが、個人の判断で受け取り年齢
を遅らせ、実際の受給開始後にもらえる額を増やす仕組みがある。
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2020 11/14の日本経済新聞

• 年金改革、長寿に生かす 繰り下げ受給・就労で収
入増

今年成立した年金制度の改正法案は多くが2022年4月から施行される。長
期化する高齢期の経済基盤を充実させるのが目的で、公的年金では主に4
つの柱で長く働く人を支援する。中高年やシニア世代はそれぞれの内容を
知り、今後の働き方や年金の受け取り方などに生かしたい。

（略）
年金の受給開始年齢は原則65歳だが、希望すれば60～70歳の好きな時期
から受け取り始めることができる。65歳より早めるのを「繰り上げ受給」、66
歳以降に遅らせることを「繰り下げ受給」と呼ぶ。今回の制度改正でこの繰り
下げの上限年齢が70歳から75歳に引き上げられる。これが第1の柱だ。繰り
下げは1カ月につき年金額が0.7%増額されるので現行の70歳なら最大42%
増だが、75歳になれば84%に増える。

（略）
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将来の厚生年金・国民年金の財政見通し

「2019年財政検証結果」及び「オプション試算結
果」

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/buny
a/nenkin/nenkin/zaisei-kensyo/
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第5回
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医療保険制度の仕組み

• 日本の医療保険制度の特徴
①国民皆保険

全国民が保険に加入し、被保険者または世帯主
が保険料を支払う代わりに重い負担なしで医療
サービスを受けられる。

②診療報酬点数制
医療機関に支払われる診療報酬が点数制の公
定価格になっている。

③フリーアクセス
患者が自由に医療機関を選ぶことができる。
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通称
「協会けんぽ」



106



107



日本経済新聞（2017/6/28）

国保、医療費削減なら公費重点配分 都道府県に

厚生労働省と都道府県は自営業者などが加入する国民健康保険について公費の新たな配分
ルールを固めた。国保の運営主体を2018年度から都道府県に移すのにあわせ、医療費削減で

成果を上げた自治体に公費を重点配分する仕組みをつくる。都道府県が自発的に医療費抑制
に取り組むよう促す。

現在、市町村が運営する国保加入者は約3300万人。都道府県への移管に伴って、大企業の健
康保険組合の負担を増やす「総報酬割」の導入で浮く1700億円を、財政基盤を強化するために
投入する。

新ルールでは、約800億円を2018年度から医療費削減の成果や後発医薬品の利用率に応じて
配分。18年度は約250億円を都道府県の財政状況に応じて配り、約300億円は暫定措置として
一時的に保険料が上昇する所に回す。残りの約250億円は子供や障害者の数などに応じて配
る。

このうち約550億円分は19年度以降、医療費削減の成果に応じて配る方向だ。地域によって１

人あたり医療費が異なるが、これを是正する取り組みをし成果が出ている場合に評価し、配分
額に反映するよう検討する。

国保は慢性的な赤字が続き、現在も国が財政支援しているが、医療費が増えるほど支援額も
増える仕組みになっていた。
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75歳以上、医療費「2割負担」 法案閣議決定
現役世代保険料、年800円減 (日本経済新聞2021/2/6朝)

• 政府は5日、年収200万円以上の後期高齢者が支払う医療費の窓口負
担を1割から2割に引き上げる医療制度改革関連法案を閣議決定した。

• 現役世代の健康保険料の伸びを抑えられるが、軽減効果は2025年度で
1人あたり年800円にとどまる。給付と負担の見直しは今後も欠かせない。

• 通常国会での成立をめざす。単身なら年収200万円以上、複数人世帯な
ら75歳以上の後期高齢者の年収合計が320万円以上の場合、医療費の
負担割合が今の1割から2割になる。約370万人が対象になる。

• 導入時期は22年10月から23年3月の間で成立後に政令で定める。外来
患者は導入から3年間、1カ月分の負担増を3千円以内に抑えられるよう
にし、急激な負担増に配慮する。

• 後期高齢者の窓口負担は現在、現役並みの所得があれば3割、それ以
外は1割となっている。

111



• 医療保険で医療機関にかかる場合、必ず保
険証を持参して診療を受けなければならない
（保険診療）。

• このとき、被保険者は医療費の一部負担金
だけを支払い、残りの医療費は保険者が負
担。

• 被保険者にとっては、医療という現物の給付
を受け取ることになる（療養の給付）。
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国民医療費
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医療給付費

１年間の医療費の総額である「国民医療費」（医療機関等にお
ける傷病の治療に要する費用を推計したもの）から、患者負担
を除いた医療費＝国等の公的機関が支出した医療費
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• 医療費が増加を続ける理由

①高齢化が進んだことと生活習慣病の増加。

高齢者は若者の約５倍の医療費がかかると
言われている。

②出来高払い制度。不必要な医療を行うこと
により診療報酬を多く受け取ろうと考える。

③高度先端医療や高度医療技術、開発費の
高い新薬などの医療の高度化
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保険が使えない場合

①業務上や通勤途上の病気やけが（労災保険の対象）

②第三者の故意・過失による病気やけが（原則として）

③自分の故意による病気やけが ④飲酒やけんかによ
る病気やけが

①健康診断 ②予防注射 ③美容整形 ④正常分娩

⑤歯列矯正

⑥経済的な理由による人工妊娠中絶および避妊手術な
ど
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補足

• 「業務上の災害」は、労災保険が適用

→ そもそも私たちに自己負担は発生しない

• 一方、無免許運転や飲酒運転などで起こした「法令違反」によるケガ、「第三者の行為」に
よってケガを負わされたケース

→ 保険証が使えず、医療費の全額を負担。この第3者の行為によってケガを負った被害

者の治療費は、加害者が負担すべきものだが、被害者は、一旦は公的医療保険を用いて
治療を受けられる。ただし、その医療費は、被害者が加入する保険制度が負担するのでは
ない。加害者が支払うべき治療費を保険制度が一旦立て替えて、後で加害者に請求。

ただし、被害者が保険証を用いて治療を受けるには、手続きが必要。加入している公的医
療保険に連絡をし、「第三者行為による傷病届」など必要書類をそろえて提出。必要書類さ
え提出すれば、保険証を用いて治療を受けることに問題はない。

• 以下は旧厚生省より40年以上前に出された通知。交通事故でも公的医療保険が使える旨、

こうした通知が出されているにもかかわらず「病院で保険証は使えないと言われた」との声
が時々…。
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診療報酬とは？
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出来高払いの弊害
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高額療養費制度とは？

• 重い病気やけがなどで長期入院したり、何度
も手術を繰り返す場合には、一部負担金が
高額になる。医療費の自己負担額が高額に
なったときのためにあるのが高額療養費制度
である（注：医療費が還付）。
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医療費控除とは？

• その年の１～12月までの1年間に、自分や家
族が支払った医療費が10万円を超えた時、

医療費控除として所得控除ができる。（所得
税負担が軽くなる＝税金が還付）
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混合診療とは？

• 混合診療とは保険診療と自由診療（保険を使
わない自己負担での診療）であり、日本では
原則禁止。

• もし、混合診療を行ってしまった場合は、保険
診療も含めてすべて全額が自己負担となる。

• ただし、自由診療でも、「評価療養」（先進治
療など）と「選定療養（差額ベッド代など）」に
あたるものは混合診療を認めている。

128



129



人工乳房に保険適用 自己負担３割以下に

来月から 乳がんで全摘出対象 (日本経済新聞2013/6/13朝)

• 厚生労働省の中央社会保険医療協議会（中医協）は12日、乳がんの全
摘手術後の乳房再建に使う人工乳房への保険適用を承認した。

• 国内では初めてで、７月から適用が始まる。乳がん患者は増加傾向が続
いているが、乳房を切除した後の人工乳房による再建は自費診療だった。

• 保険適用になると原則３割の自己負担で済み、普及を後押ししそうだ。

• アラガン社によると、従来乳房再建を行う患者は、並行輸入された人工
乳房や皮膚組織拡張器の費用のほか診療費や入院料など含め、全体で
70万～90万円ほどかかるコストを自費でまかなっていた。

• これらの費用も公的医療保険でカバーされるため患者負担は３分の１程
度に大幅に軽減されることになる。

• 高額医療費を一定額に抑える高額療養費制度も活用すれば負担はさら
に少なくなる。
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混合診療の対象拡大 まず抗がん剤 全面解禁
は見送り（日本経済新聞2013/6/13朝）

• 政府は12日に決めた成長戦略に、保険診療と保険外診療の併用を例外
的に認める「混合診療」の対象拡大を盛り込んだ。

• 秋をメドにまず抗がん剤の分野に適用する。

• ただ、あくまで例外的な適用との立場を変えていない。

• 経済界が求めていた全面的な解禁は見送った。

• 厚生労働省は先進的な医療技術の一部で、保険診療と保険外診療の併
用を認めている。

• 2012年12月までに95の技術が認められた。

• 原則、いずれは保険診療に含めることを前提としている。
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第6回
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後期高齢者医療制度とは？
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後期高齢者医療制度の改革の方向性
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後期高齢者医療制度の問題点

• 後期高齢者自身が保険料を負担しなければ
ならないこと。

• 後期高齢者という健康リスクが高い者だけで
保険を組織しているので、保険料が上がりや
すい。
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老人医療自己負担の推移
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後期高齢者医療制度はなぜできた？

• 保険料を高齢者にもしっかり負担させること
による財源の確保

• 世代間の不公平の解消

• 国民健康保険の負担の分散
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国民健康保険の歴史
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収支は赤字

141

平成23年度
収入 13兆7127億円 支出 13兆4816億円

保険料収入 3兆411億円 保険給付費 9兆821億円
前期高齢者交付金 2兆9769億円 後期高齢者支援金 1兆5915億円
都道府県支出金 8956億円 介護納付金 6887億円
一般会計繰入金（法定分） 4282億円
（法定外分） 3903億円
国庫支出金 3兆4359億円



保険料収納率は低下傾向
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三位一体改革による補助金削減

• 三位一体改革とは？

1. （国から地方への）税源移譲

2. 地方交付税交付金の見直し

3. 国庫支出金の削減

を同時に行う改革である。
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増加する保険料負担
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保険料未納問題

• 保険料方式なので、保険料を支払わなけれ
ば給付を受けることができない。

• 保険料を払わなければ、保険証は取り上げら
れ、資格証明書が交付される。

※ 資格証明書とは医者にかかった時にとりあえず
窓口で全額負担し、後日申請により自己負担分
以外を支給してもらうというもの。
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保険証がないことによって実際におきた事例

• 例１：「末期の胃がんで全身に転移して手遅
れとなった。」

• 例２：「無保険の子ども」
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保険料の決め方
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市町村国保の財政状況はより厳しくなる
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患者、まず診療所に
診療報酬改定 大病院集中、初診負担増で是正 薬局

も「かかりつけ」（日本経済新聞 2016/2/11）

保険医療の価格である診療報酬が４月から変わる。紹
介状なしで病院に来る外来患者から初診時に5000円以
上の追加負担を徴収する一方で、小児科などで地域のか
かりつけ医（主治医）機能を高め、初診や慢性疾患の患者
は身近な診療所で診るよう役割分担を強める。入院患者
の在宅復帰も促す。重複受診や入院を減らして医療の効
率化を進めるのが狙いだ。

厚生労働省の中央社会保険医療協議会が10日、16年
度の改定内容を塩崎恭久厚労相に答申した。

改定の大きな狙いは重症患者を受け入れる病院と、クリ
ニックや医院など住民に身近な診療所の役割分担をもっ
と進めることだ。軽症の人が大病院に殺到すると医師や看
護師などのマンパワーが外来にさかれるためだ。

このため診療所などの紹介状なしで大病院を受診した患
者からは初診時に5000円以上の追加負担を徴収する。高
額負担で患者が初診でいきなり大病院に来る動きを抑え、
「まずは地域の診療所に」と誘導する。

患者にとって最初の相談相手となる診療所の機能を高
めるため、「かかりつけ医」を普及させる。これは患者の同
意を得て継続的に診察すれば、手厚い報酬を支払う仕組
み。新たに小児や歯科、認知症でも設定した。

（以下、略）

155



海外の医療保険制度
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イギリスの医療制度

• 治療だけでなく、予防やリハビリも含めた包
括的なサービスを全国民に保障していること。

• 所得や環境の違いによらず、普遍的に誰でも
サービスを受けられること。
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• 社会保険方式ではなく、税方式で運営されて
いること。

• 治療には患者負担がなく、無料でサービスが
受けられること。

• 日本のように保険証１枚でどこの病院にかか
れるのではなく、まず地元の診療所でかかり
つけ医の診療を受ける必要があること。
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問題点

• 長い待機時間

• 不十分な衛生環境

• 医療支出の抑制が招く。
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日本の医療保険制度

• 国民皆保険制度として全ての国民が公的健
康保険に加入する。職業によって加入する保
険は異なる。

• 保険料を支払うことによって保険証をもって
診察に行けば、どこの病院でも自己負担3割
で医療サービスを受けることができる。

• 保険適用が認められていない治療について
は全額自己負担。



イギリスの医療制度

• 治療には自己負担が必要なく、全額無料で
医療サービスを受けることができる。しかし、
日本のように自由に病院を選べるというので
はなく、まずはGP(かかりつけ医)に診てもら
わなければならない。

• 無料ということは、それだけ需要があることに
なる。2003年末手術待機者数は90万6,000人
である。



アメリカの医療保険制度

• 全国民を対象とした公的医療保険制度は存
在しない。一部の者に対しては用意されてい
る。

①メディケア：高齢者及び障害者を対象

②メディケイド：低所得者を対象

• 保険未加入者の割合は15％程度である。

• 病気にかかるリスクなどが高い者については
加入を拒否される、または保険料をかなり割
高に設定される。



アメリカの医療保険制度改革（オバマケア）

• オバマ米大統領が２０１０年３月に署名、成立
した米連邦法。加入率を約８３％から約９５％
に引き上げることを目的。

• 既往歴があるからといって保険会社は保険
加入を拒むことはできない。

• 保険給付の上限を撤廃



医療費の官民役割分担（１）

出所）河口洋行「公的医療保障制度と民間医療保険に関する国際比較」
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医療費の官民役割分担（２）

出所）河口洋行「公的医療保障制度と民間医療保険に関する国際比較」
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医療改革の本丸＝ガバナンス改革
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管理競争の導入（例：オランダ）

・「管理競争」とは、自由競争でなく、保険者機能の強化や加入先の
選択自由化を図りつつ、政府が管理するゆるやかな競争

・診療報酬などの価格統制権限は各保険者に分権化

・政府の役割は、社会保険料による所得再分配、リスク調整、健全な
保険市場の確立などに特化
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（参考）リスク構造調整プレミアム

 保険者は、高リスクの高齢者や患者を保険対象外とする「リ
スク選択」を進める誘因をもつ。

 この防止のため、政府は、中央基金に集まった資金（強制徴
収の社会保険料）を原資に、保険者に「リスク構造調整プレ
ミアム」を配分する。

 具体的には、「年齢」や「性別」などをベースに、高リスク
の加入者（例：高齢者や患者）が多く医療費がたくさんかか
る保険者には多く、低リスクの加入者（例：若者）が多く医
療費があまりかからない保険者には少なく配分する。

 なお、政府が社会保障に介入する根拠は逆選択やリスク選択
の回避などのため、適切な所得再分配・リスク調整と皆保険
が維持されるならば、各保険者は民間組織でも構わない。

 また、管理競争のオランダ等では、保険者には加入希望者を
拒否できない義務(open Enrollment）を課している。
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参考文献の紹介
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平成28年度診療報酬改定

• http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bu
nya/0000106421.html
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http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000106421.html


第7回
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東京圏の高齢者、地方移住を 創成会議が
41地域提言 （日本経済新聞2015/6/4）

• 民間有識者でつくる日本創成会議（座長・増田寛也元総務相）は４日、東京
など１都３県で高齢化が進行し、介護施設が2025年に13万人分不足すると
の推計結果をまとめた。施設や人材面で医療や介護の受け入れ機能が整っ
ている全国41地域を移住先の候補地として示した。

• 創成会議は「東京圏高齢化危機回避戦略」と題する提言をまとめた。全国
896の市区町村が人口減少によって出産年齢人口の女性が激減する「消滅
可能性都市」であるとした昨年のリポートに次ぐ第２弾。

• 東京、神奈川、千葉、埼玉の１都３県では、今後10年間で75歳以上の後期
高齢者が175万人増える。この結果、医療や介護に対応できなくなり、高齢者
が病院や施設を奪い合う構図になると予測した。解決策として移住のほか、
外国人介護士の受け入れ、大規模団地の再生、空き家の活用などを提案し
た。

180

（質問） 高齢者の移住に賛成か反対か。ほかに解決策はないか。



急増する都市部高齢者

出所）厚生労働省
181



介護疲れの事件増加 孤立防ぐ仕組み必要に
（日本経済新聞2013/5/20）

• 「首を絞めるよ」「分かったよ」。昨年12月、東京都足立区の60歳の男性
が認知症を患う92歳の母親の首を浴衣の腰ひもで絞めて殺害した。男

性は逮捕後の警視庁の調べに「介護で精神的に追い込まれていた。『死
にたい』と言われた」と供述した。

• 男性と母親は二人暮らし。約２年にわたり、寝たきりの母親をほぼ一人で
介護していた。認知症が進んで昼間は目が離せず、夜中に大声を上げ
ることも。男性は「外出できず、夜も眠れなかった」と語ったという。

• 警察庁によると、「介護・看病疲れ」が動機となった殺人・傷害致死事件
は2007年の32件から毎年増え続け、11年は59件に上った。家庭という密
室の中で心をすり減らしている介護者の姿が浮かぶ。
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介護保険制度の仕組み
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• 被保険者

1. 第１号被保険者（年金から天引き）

2. 第２号被保険者（各医療保険の保険者が徴
収）

• 市町村が要介護認定を行う。

• ケアマネージャーがケアプランを作成。

• ケアプランに従って、保険給付を受ける。
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介護保険の財源

• 社会保険方式

• 保険料（５０％）＋公費（５０％）

• 介護保険は３年が１サイクル

• 保険料は３年ごとに、財政の均衡を保つように設定。

• 保険料の推移をみると、2000年度は2911円/月であっ
たのが、2009年度では4160円/月と着実に上昇してい
る。

• 第2号被保険者の保険料はそれぞれ加入する医療保
険者が決める。

（協会けんぽの場合、2011年度の保険料率は1.51%）
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サービス利用の手続き
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1. 要介護認定の申請

2. 要介護認定を受ける（訪問調査員を派遣して
調査を行う）

3. ケアマネージャーがケアプランを作成

4. サービス事業者が介護サービスを提供

5. 利用者はサービスの費用の１割を負担
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要介護認定率の地域格差
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• 要支援１：日常生活の基本動作はほぼ自分
で行えるが、家事や買い物などに支援が必
要な状態

• 要介護３：起立や歩行は不可能。入浴や排泄、
衣服の着脱などに全介助が必要

• 要介護５：日常生活のほぼすべてにおいて全
介助が必要
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給付には限度がある

191



支払金額例
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様々なサービス

• 訪問介護

• 通所介護

• 短期入所生活介護（ショートステイ）

• 介護保険施設（多数の入所希望者が待機）

①介護老人福祉施設

②介護老人保健施設

③介護療養型医療施設
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介護報酬について（１単位＝10円が基本）
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介護現場の労働者の問題

なぜ介護の仕事をしようと思った
か？

なぜ辞めたのか？

①働きがいのある仕事と思ったか
ら。
②人や社会の役に立ちたいから。
③今後もニーズが高まる仕事だか
ら

①法人や施設・事業所の理念や運
営の在り方に不満があったため。
②職場の人間関係に問題があった
ため
③収入が低かったため
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家族への介護の負担
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老老介護
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介護保険制度の持続可能性
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参考）日本経済新聞（2014/7/28）

民間の力で介護予防 地域別、橋渡し役１万人
養成 厚労省、財政負担も軽減

• 厚生労働省は介護の必要性が薄い「要支援」の高
齢者向けサービスを市町村単位で民間事業者が手
がける仕組みをつくる。事業を担うＮＰＯや企業
などと自治体を仲立ちする調整役の人材を2017年

度までに全国に１万人置く。全国一律だった介護
サービスをきめ細かく各地域で必要なサービスに
変えて要支援の人が要介護状態に悪化するのを防
ぎ、介護にかかる財政負担も軽減する。

（略）

• 全国一律だった介護保険での予防サービスや価格
を各地の実情に合わせ、サービスを効率的に提供
する体制に置き換える。介護が必要となる要介護
者を予防サービスによって減らし、そのままなら
25年度には今の倍の約20兆円に膨らむ見込みだっ
た介護給付費を抑制する。

207



参考文献
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第8回
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生活保護制度とは何か？

• 生活保護制度は、国民が生活困窮に陥った
時に、国が最低限度の生活を支えるために
税を財源にして、現金や必要なサービス、財
の給付を行う制度である。

• 保険料の支払いをしていなくても国民の権利
として利用できる。
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• 公的扶助の原型は17Cのイギリスのエリザベ
ス女王の時にスタートした救貧法

• 日本での原型は1874年の明治政府による恤
救規則（じゅっきゅう：極貧の者に米を給与）

• 1946年に旧生活保護法を制定し、GHQ(連合
国軍総司令部)の指示により1950年に現行の
生活保護法が制定
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生活保護制度の原理・原則
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実施における基本的な原則
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生活保護Q&A

• Q7 自動車を持っていても、生活保護を受給
できますか。

• Q8 両親を介護するため、両親と同居したい

のですが、両親だけ生活保護を受給すること
はできますか。
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生活保護の基準と種類
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生活保護の給付水準
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様々な保護施設

• 救護施設
身体上又は精神上著しい障害があるために日常生活を営むことが困難な要保護者を入所
させて、生活扶助を行うことを目的とする施設

• 更生施設
身体上又は精神上の理由により養護及び生活指導を必要とする要保護者を入所させて、
生活扶助を行うことを目的とする施設

• 医療保護施設
医療を必要とする要保護者に対して、医療の給付を行うことを目的とする施設
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生活保護制度の財源

221



生活保護の地方負担

• 大阪市の場合は10年度に241億円、11年度
も104億円が不足し、09～11年度の３年間で
支出に比べて受け取った交付税が計536億
円少なかった。

• 地方負担が多くなるのであれば、それが生活
保護の受理を妨げることにならないか？
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生活保護の現状
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闇金ウシジマくんより
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• 2013年度の生活保護費は国費ベースで2.8

兆円、地方の負担も加えた事業費ベースで
は3兆7632億円となった。

• 高齢化により給付額はますます大きくなる。

• 高齢者の場合、年金給付が少なければ、生
活保護に頼らざるを得ない現状がある。
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• 生活保護法の改正により、「生活保護受給者
の就労・自立の促進（就労自立給付金の創
設等）」を掲げることとなった。

• 生活扶助見直しとして、生活水準（低所得層
の生活費水準）やデフレを考慮して削減する
こととなった。

注：改正法 2013年5月 第183回国会提出→廃案

2013年10月 第185回国会提出→成立（12月）
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都道府県別受給世帯比率
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生活保護の趣旨は？

• 生活保護制度は、生活に困窮する方に対し、
その困窮の程度に応じて必要な保護を行い、
健康で文化的な最低限度の生活を保障する
とともに、自立を助長することを目的としてい
ます。

• 老年世代は自立が難しいのでは？
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第9回
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日本の生活保護給付水準
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アメリカの公的扶助

1. 補足的保障所得

• 働くことのできない生活困窮者に現金を直接支給する。１人に対
する給付の最高額は約580ドル（2005年）

2. フードスタンプ

• 様々な生活困窮者に食料を支給する。必要な食料を買うための
現金や調理済みの食事を支給するのではなく、バウチャー（引換
券）を支給する

3.    貧困家庭一時扶助

• 主に児童がいる貧困家庭へ現金や社会サービスを支給する。利
用資格や給付は州政府によって異なる。

4. メディケイド
• 2009年各月平均で5010万人が加入している。アメリカではいか

なる医療保険の適用を受けていない者が5067万人存在する
（2009年）。
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生活保護による貯蓄を容認へ

• 厚生労働省は生活保護受給者が子供の大
学進学のために保護費を貯金することを認め
る方針だ。近く全国の自治体に通知する。

• 現在は明確な決まりがなく、自治体によって
容認するかどうかばらつきがあった。

• 保護費の貯金は高額な生活必需品を購入す
る場合などを除き制限されてきたが、受給世
帯の子供が経済的に自立できるように後押し
することにした。
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生活保護費の浪費禁止条例を可決 兵庫・小野市

• 生活保護費や児童扶養手当をギャンブルで過
度に浪費することを禁止し、浪費を見つけた場
合、市民に情報提供を求める兵庫県小野市の
条例が27日、市議会本会議で可決、成立した。

• 施行は４月１日。本会議後に蓬莱務市長は記者
会見し「行政と市民が一体となって、福祉制度を
適正に運用するのが目的」と強調。

• 市民に通報を求める点についても「地域の絆を
強めるもので監視社会には当たらない」とした。

• ギャンブルに使わないようにフードスタンプ制を
導入して上手くいくだろうか？
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スウェーデンの公的扶助

• スウェーデンの社会扶助受給率は2006年で
4.3%(受給者ベース)であり、日本と比較して

かなり高い水準にある。また、長期受給世帯
の割合は全受給世帯数の3割を占めている。

• コミューン単位で給付が行われる。
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スウェーデンの給付額
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日本の生活扶助基準額

249



日本の非保護世帯数

250



• スウェーデンでは、1年のうち10か月以上社

会扶助を受給している者を長期受給者という。
日本の場合、総数で見ると、１年以上の割合
はかなり大きい。

• また、年齢別にみると、スウェーデンは18～
29歳の若者が全体の40%を占め、母子世帯
が21％を占めている。
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• 日本は海外に比べて、捕捉率が低い。しかし
一方で、生活保護世帯に対する給付水準は
高い。海外では給付については広く薄くであ
るが、日本では狭く深くであるといえるだろう。
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生活保護基準額は適正か

• 老齢基礎年金を満額受給できる場合、月額
65,541円（平成25年度）受け取ることができる。

• 一方で、生活保護基準として、生活扶助の基
準額は65歳で1級地-1に住んでいる場合、
79,530円である。

• 基礎年金は何のためにあるのか？
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体験事例1

（最低生活費 10万8870円）
体験事例2

（最低生活費 10万8870円）

食費 38079円 40793円

衣料費 1573円 10427円

光熱水費 7740円 4824円

通信費 13084円 9856円

教育娯楽費 1000円 11666円

その他雑費 47379円 40570円

収支 15円 983円（ガソリン代）

－10249円
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近年の生活保護制度の改正

• 老齢加算の廃止

• 母子加算の廃止と復活

• 今後の見直しについて

1. 生活保護法の改正

2. 生活困窮者の就労・自立支援のための新法
の制定

3. 生活保護基準の見直し
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濫給と漏給

1. 強制的な生活保護の廃止

2. 申請受付の拒否（水際作戦）

3. 生活保護費２億円詐取

濫給（らんきゅう）＝必要のない人に支給されること

2006年の不正受給 1万4669件

漏給（ろうきゅう）＝本当に必要な人に行き渡らないこと

漏給（推定） 670万－1500万人？
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生活保護受給までの過程

1. 生活に困窮し、福祉事務所で初めての相談

2. 再度の相談、保護申請

3. 訪問調査

4. 保護の決定・保護費の支給

5. 就職活動・就労支援
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貧困ビジネス
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働くことの意味
（闇金ウシジマくん25巻より抜粋）
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確認問題

1. どのような計算に基づいて生活保護の支給額
が決定されるか、説明しなさい。

2. 生活保護の現状について、受給世帯や受給額
について言及した上で説明しなさい。

3. 生活保護の支給について現金ではなく、すべて
現物またはバウチャーにするべきであるという
意見もあるが、それについてあなたはどう思う
か。

4. これからの生活保護制度はどうあるべきか。あ
なたの考えを自由に述べなさい。
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➢厚生労働省資料
• 生活保護制度の見直しについて
• 諸外国の公的扶助の比較
• 母子加算の見直しについて
• 生活保護受給者に対する就労支援

• 生活保護制度における生活扶助基準額の算出
方法

• 各国にみる社会保障施策の概要と最近の動向
（アメリカ）

➢Social Expenditure Database OECD 
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動画資料

★ NNNドキュメント

ニッポン貧困社会～生活保護は助けてくれない

https://www.youtube.com/watch?v=oSdxDyVptIM

★ 生活保護・生きる権利問い続けた６３７日の
記録札幌

https://www.youtube.com/watch?v=dDoHe9Xxjy0
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不正受給対策を強化 改正生活保護法
７月１日施行（日本経済新聞2014/6/30）

• 保護費の不正受給の防止を柱とする改正生活保護法が１日、施行される。福祉事務所の
調査の権限を広げるほか、不正受給の罰金額の上限を30万円から100万円に引き上げる。
家族の扶養義務も強化することで、増え続ける生活保護費を抑える。

• 改正法は、地域の福祉事務所による生活保護を受ける人への調査を幅広く認める。これ
までの調査は資産と収入だけだったが、新たに仕事や求職活動、支出の状況を調べられる
ようになる。他の官公庁からは自動車の保有や年金の受け取り状況も聞ける。経済的に余
裕がある親や子、兄弟姉妹がいるような場合には、養えるかどうかの報告を親族に求める。

• 生活保護から抜け出せるように、保護期間中に働いて得た賃金の一部を積み立てる「就
労自立給付金」をつくる。上限額は単身世帯で10万円、それ以外は15万円で、保護から抜
けたときに一括で支給して、生活の再建に使ってもらう。

• 生活保護制度は、生活費の支給額は段階的に引き下げているが、増え続ける医療費の
切り込みは進んでいない。新薬と同じ成分で安価な後発医薬品（ジェネリック）の使用も義
務付けはしておらず、利用の促進にとどまっている。

• 生活保護の受給世帯は2012年度に156万世帯で、前年度から４％増えた。高齢化に伴っ
て低収入のシニア世帯が増えている。不正受給も12年度に191億円と、前年度より10％増
えた。
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第10回
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日本の労働事情
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定義

• 休業者

勤め人や事業を営んでいる人が病気や休暇などで仕事を休み始めてから30
日未満の場合，又は勤め人が30日以上休んでいても賃金や給料をもらったか，
もらうことになっている場合

• 完全失業者

調査週間中，収入になる仕事を少しもしなかった人のうち，仕事に就くことが可
能であって，かつ，公共職業安定所に申し込むなどして積極的に仕事を探して
いた人

• 非労働力人口

調査週間中，収入になる仕事を少しもしなかった人のうち，休業者及び完全失
業者以外の人

完全失業率＝完全失業者÷労働力人口 (就業者＋完全失業者)

有効求人倍率＝公共職業安定所(ハローワーク)に申し込まれた求人数

÷求職者
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失業率の推移
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雇用保険制度の概要

• 雇用保険法は、1975年に失業保険法に代わり
実施された制度である。雇用保険制度は次にあ
げる給付を行う。

1. 労働者が失業した場合
2. 雇用の継続が困難となる事由が生じた場合

3. 労働者が自ら職業に関する教育訓練を受けた
場合

4. 求職活動を容易にするなどその就職を促進す
るための給付
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求職者給付

• 一般被保険者が離職した時には「失業してい
る日１日につきいくら」という形で基本手当が
支給。

• 離職とは事業主との雇用関係が終了すること

• 失業とは被保険者が離職し、就職の意思と
能力があり、積極的に求職活動を行っている
にも関わらず、職業に就くことができない状態
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受給資格者の3つの要件

1. 離職の確認を受けたこと。
2. 失業の状態であること。
3. 離職日以前２年間に被保険者期間が通算して原則12か

月以上あること

失業の状態と認められないケース

• 病気やけがですぐに働けないとき、病人の介護などですぐ
に働けないとき。（この場合、受給期間延長可能。）

• 家事に専念するとき、積極的な求職活動を行っていないと
き

• 自営業を始めたとき
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基本手当

• 基本手当の日額は、賃金日額を算定してか
ら算出される。

• 賃金日額の算定方法（原則）

退職前6か月に支払われた賃金総額(ボーナ
ス除く)÷180 

• 基本手当日額の算定方法

賃金日額×給付率（45％～80%）
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基本手当日額の上限
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所定給付日数
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失業給付を受給するまでの流れ
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病気やけがをした場合はどうなるのか？
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病気やけがの場合の他の給付

①健康保険の傷病手当金

②労災保険の休業給付
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労災保険とは？

• 労働者災害補償保険（労災保険）は強制加
入の保険であり、全額事業主負担

284

療養補償給付 業務上または通勤による病気やけがの場合の医療の
給付。原則として自己負担はなし。

休業補償給付 業務上または通勤上の災害による傷病の治療のために、
会社を休業しなければならない期間の所得保障

障害補償給付 病気やけがが治癒した後に身体に障害が残った場合に
給付

遺族補償給付 業務上または通勤により死亡した場合に遺族に対して
給付が行われる。



海外との比較

日本 イギリス フランス

保険料率 1.55%
(労0.6% 事0.95%)

25.8%
(労12.0% 事13.8%)

6.4%
(労2.4% 事4.0%)

給付水準 離職前賃金の50～80％
60歳～65歳未満の者に
ついては45～80％

16～24歳
：週53.45ポンド
25歳以上
：週67.50ポンド

離職前賃金が
1105ユーロ未満は離職
前賃金の75%
1211～1999ユーロ未満
は
離職前の賃金の40.4％
＋11.34ユーロ

給付日数 90日～360日 最長182日(26週) 50歳未満：
122日～730日
50歳以上：
122日～1,095日
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就業促進手当
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手当の概要

• 就業手当

就職促進給付のなかの就業促進給付のうち、基本手当を受給中の
受給資格者がアルバイト等の就業をした場合に支給

• 再就職手当

就職促進給付のなかの就業促進給付のうち、１年を超えて引き続
き雇用されることが確実であると認められる職業に就いたり、事業を
開始した場合に支給

• 常用就職支度手当

就職促進給付のなかの就業促進給付のうち、就職困難者が１年以
上引き続き雇用されることが確実であると認められる職業に就いた
場合に支給
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雇用保険とモラルハザード
（New York Times）
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教育訓練給付

• 教育訓練給付制度とは、働く方の主体的な能力
開発の取組みを支援し、雇用の安定と再就職の
促進を図ることを目的として導入された制度。

• 摩擦的失業とは、労働者が自分たちの好みや熟
練度に最も適合する職を探すのに時間がかかる
ことによって発生する失業

• 摩擦的失業は、異なる企業間の労働需要が変
化したことによって発生することが多い。
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毎日新聞より抜粋

• 青森職安によると、昨年度の管内（青森市、
外ケ浜町、蓬田村、平内町）の介護職の求人
数は１７７９人で、求職者数の１２９７人を上
回っているが、夜勤があることや賃金が低い
ことなど、互いの条件が合わないミスマッチが
生じているという。
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• 近畿の自治体が厳しい雇用情勢に対応し、
就業支援を手厚くする。比較的求人がある福
祉分野への橋渡しや、職業紹介を手掛ける
国のハローワークとの連携などが目立つ。求
人数は回復傾向にあるものの、失業者が多
い「雇用のミスマッチ」に対応する。
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• ミスマッチの背景には求職者が希望する事務
系の求人が少ないことがある。パソコンなど
の導入で事務に必要な人員が減ったのが大
きい。一方、少子高齢化に伴い福祉施設など
現場の仕事の求人は比較的多い。求職者に
関心を持ってもらうことが改善につながる。
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高年齢雇用継続給付

• 原則として60歳以降の賃金が60歳時点に比
べて、75％未満に低下した状態で働き続ける
場合に支給。
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雇用継続給付と年金給付
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東日本大震災と雇用保険
（保険給付だけでは不十分）
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介護休業給付

• 介護休業制度とは、対象家族1人につき、要
介護状態に至るごとに1回、通算93日まで労
働者が休業できる制度

• この休業により、雇用保険制度から介護休業
給付を受けることができる。
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動画資料

• ハローワークの求人票の嘘 （NHK）

https://web.archive.org/web/20161126161739/
https://www.youtube.com/watch?v=jPTFKm2W
D_w

298

https://web.archive.org/web/20161126161739/https:/www.youtube.com/watch?v=jPTFKm2WD_w


第11回
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家庭科男女必修20年 「男も家事」当たり前に

変わる意識 保育・介護も体験 (日本経済新聞2013/6/12夕)

• 中学・高校で家庭科が男女必修になり約20年が過ぎた。

• 「男子厨房に入るべからず」の時代は遠くに消え去り、調理や裁縫など家
事だけでなく、保育や介護なども家庭科で体験するようになった。

• より実践的な授業内容にすることで、家事分担などができる男子を育て、
少子化対策などに役立てる狙いだ。

• 生徒の意識も変わってきた。

• 日本では1993年に中学、94年に高校で家庭科が男女必修になった。

• 中高生はそれまで、男子が技術、女子が家庭科を別々に学んでいたこと
があった。

• 国立教育政策研究所が昨年10月に発表した「理系文系進路選択に関わ
る意識調査」で、高校３年生の男子生徒の７割が「家庭科は将来生きて
いく上で重要」と答えた。

• 家庭科が必修となって浸透したほか、社会の中での男女の役割が固定
的に捉えられなくなった結果だろう。
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育児休業制度

1. 産後休業期間中（8週間）での男性の育児休
業

2. パパママ育休

3. パパママ育休プラス

4. 子の看護休暇

5. 短時間勤務制度

6. 所定外労働（残業）の免除
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育児･介護休業法 H21年改正
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出産・育児における所得保障

• 健康保険の出産手当金とは？（国民健康保
険にはない）

• 出産育児一時金とは？

• 育児休業給付とは？
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子育て家族への給付
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児童扶養手当とは？
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ひとり親家庭等に対する支援

1. 「子育て・生活支援策」

2. 「就業支援策」

3. 「養育費の確保策」

4. 「経済的支援策」
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諸外国の育児支援政策

１クローナ＝15円、1ユーロ＝140円

309

日本 スウェーデン フランス

中学校修了までの児童 児童手当は16歳未満 20歳未満の児童

第１子から 学業手当は16歳から高校卒業まで 第２子から

０～３歳未満　15000円 子ども1人当たり1050クローナ 第２子123.92ユーロ

３歳～小学校修了まで 多子加算ボーナス 第３子以降158.78ユーロ

第１子、第２子 10000円　 ２人の場合は150クローナ 年齢による加算あり

第３子以降　15000円 ５人の場合は2864クローナ （11歳以上34.86ユーロ、16歳以上61.96ユーロ）

中学生　10000円

所得制限 あり なし なし

支給対象

支給月額
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高齢層に偏った社会保障給付

312



教育補助

• 公立高校授業料無償制・高等学校等就学支
援金制度とは？
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増える奨学金貸与率
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保育サービス
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様々な保育サービス

1. 保育所（認可保育所と認可外保育施設に大
別）

2. 認可保育所

3. 認可外保育施設

4. 幼稚園

5. 認定子ども園

317



318



319



320



保育施設利用率

321

日本 スウェーデン フランス
3～5歳 74.2 93.6 99.1

2歳 33.1 91.4 41
1歳 24.9 49.3 41
0歳 6.4 0 41



待機児童の問題

322
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子どもの年齢からみた子育て支援策
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もう一つの問題

• NHK・クローズアップ現代「深刻化する保育士不足
～“待機児童ゼロ”への壁～」（2013.7.24)

http://www.at-douga.com/?p=8347
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第12回
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障害者の実態
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障害者の定義

• 『障害者』という言葉は、先天的か否かに関
わらず、身体的又は精神的能力の不全のた
めに、通常の個人又は社会生活に必要なこ
とを確保することが、自分自身では、完全に
又は部分的にできない人のことを意味する。
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• 身体障害者

（高齢者比率が特に多い）

• 知的障害者

（周囲の工夫次第で就労は十分可能）

• 精神障害者

（精神障害であることを伝えない場合が多い）
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日本理化学工業での障害者雇用

• 日本理化学工業は全従業員74人中55人が知的
障がい者(内26人がIQ50以下の重度の障がい者
)が働いている、学校で使うチョーク製造を主とし
た会社です。

• 今ある理解力で仕事ができるようにしてあげると、
禅僧のいわれた通り、役に立っている幸せを感
じ集中して一生懸命仕事する人達であることを
知りました。

• 例えば材料の計量は、文字を読み、数字を合わ
せるのはなく、色の容器同色のおもりで作業す
る。時間の作業は砂時計をみて作業するなど。
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統合失調症とは？

• 統合失調症は、およそ100人に1人弱がかか
る頻度の高い病気です。

• 統合失調症は、幻覚や妄想という症状が特
徴的な精神疾患です。

• 統合失調症の原因は、今のところ明らかでは
ありません。進学・就職・独立・結婚などの人
生の進路における変化が、発症の契機となる
ことが多いようです。
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障害者自立支援法と障害者総合支援法

• 障害者自立支援法（2006年4月より施行）

1. 障害の種別に関わらず、障害のある人々が必要とす
るサービスを利用できるよう、サービスを利用するた
めの仕組みを一元化し、施設・事業を再編。

2. 市町村が責任を持って一元的にサービスを提供

3. サービスを利用する人々もサービスの利用量と所得
に応じた負担

4. 就労支援の強化

5. 手続きや基準の明確化・透明化
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介護給付費で利用できるサービスの例

• 居宅介護（ホームヘルプサービス）

食事や入浴、排泄などの身体介護を障害者
の居宅に出向いて提供

• 生活介護

常時介護を必要とする人が安定した生活を

営むために、主として昼間に支援施設で入浴、
排泄、食事の介護のほか、創作活動や生産
活動の機会を提供
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就労移行支援事業とは？

• 一般就労を希望している障害者に、基礎的な訓
練から始まり、知識・能力の向上、実習、職場探
し、さらに就職後の定着支援までを一貫して支
援。

• 障害者が職場に適応するように、事業所にジョ
ブコーチが出向き、職場内での様々な支援を行
う。

• 支援終了後６カ月後の職場定着率は84.8%であ
る。

• 就労移行支援事業では、訓練等の給付とはいっ
ても、一定の工賃が支払われる。
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障害者の就業について
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障害者雇用率制度

• 民間企業、国・地方自治体は、従業員の一定
割合以上障害者を雇用しなければならない。

• 障害者の法定雇用率は民間企業は1.8%、公
共の機関は2.1%。

• 2011年の民間企業の実雇用率は1.65%で法
定雇用率を達成した企業の割合は45.3%であ
る。
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障害者の就職、12年度は6.8万人 ３年連続で最多更新

• 2012年度にハローワークを通じて就職した障
害者が６万8321人となり、1970年度の調査開
始以来、最多となったことが15日、厚生労働
省のまとめで分かった。

• 前年度に比べ15.1％増で、３年連続で過去最
多を更新。

• 企業に義務付けられる障害者の雇用率（法
定雇用率）が今年４月に1.8％から2.0％に引
き上げられた。
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精神障害者の３割超が高齢者 障害者白書

• 政府は25日の閣議で2013年版「障害者白書」を決
定した。

• 障害者の人口に占める65歳以上の高齢者の割合
が拡大。

• 11年の精神障害者（外来患者）に占める高齢者の
割合が33.8％に達した。

• 前回調査時の08年に比べて2.3ポイント上昇した。
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イタリアン入店拒否について

• 「車いすのお客様は、事前にご連絡いただかないと
対応できません」

• 「あ、でも、車いすは置きっぱなしで、友人の体を抱
えていただくだけでいいんですけど」

• 「ほかのお客様の迷惑になりますので」

• 「車いすの人が来たら、迷惑ってことですか？」

• 「そういうわけじゃ……とにかく、うちは店も狭いですし、
対応できません」

• 「何を見たかは知りませんけど、予約の時点で車い
すって言っとくのが常識じゃないですか？」
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障害者行政に大きな課題

• 住民自治か福祉理念か 求められる受け入れ態勢

• 東成区小橋一の精神障害者地域生活支援センター
「すいすい」の開所をめぐり、16日に行われた反対ノ
ボリの撤去。

• 300本近く立ち並んだノボリは、行政施策の進め方

や、障害者の社会的な受け入れ態勢に大きな課題
を投げかけた。
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障害者総合支援法とは？

• 従来の障害者自立支援法の対象は、「身体
障害者」「知的障害者」「精神障害者」とされて
いた。

• 総合支援法ではここでいう「障害者」にいわゆ
る難病による障害の程度が一定以上ある18
歳以上の者を加えた。
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成年後見制度

• 判断能力に問題のある人を守るための制度

1. 法定後見制度

2. 任意後見制度
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障害者への所得支援

351

手当

特別障害者手当 障害児福祉手当 特別児童扶養手当
経過的福祉手当 児童扶養手当

税負担軽減

所得税の障害者控除 贈与税の非課税 消費税の非課税

年金

障害基礎年金、障害厚生年金、障害共済年金、特別障害給付
金
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第13回
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公的年金は2階建て
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1. 国民年金（基礎年金）

すべての人が加入する

2. 厚生年金

民間企業で働くサラリーマンが加入する

3. 共済年金

公務員などが加入する
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国民年金被保険者の種類
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第3号被保険者の問題

• 夫が第2号被保険者で自分は働いていない
→第3号被保険者となる（保険料必要なし）。

• 夫が第1号被保険者で自分は働いていない
→第1号被保険者となる（保険料必要あり）。

• また、厚生年金（第2号被保険者）は労使折
半なのに対し、第1号被保険者はすべて自分
が払う。
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老齢基礎年金の受給条件

• ①加入期間＋②年齢＋③生存していること

1.老齢基礎年金は、原則として25年以上の加
入期間が必要
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• 老齢基礎年金は原則として65歳から支給

• ・希望により60～64歳の間で早めにもらうこと
が可能（繰り上げ支給）。

• 反対に希望により70歳までの間で遅めにもら
うことも可能（繰り下げ支給）
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積立方式と賦課方式

• 積立方式とは現役時代に拠出した保険料は、積
立金として積み立てられ、受給者となった時の年
金給付の財源となる。

• 政府が強制的に貯蓄をさせ、その貯蓄を政府が
運用して、元本に加えて運用益を年金の財源と
する。

• 賦課方式とは、現役時代に拠出した保険料は前
世代の給付の財源となる。

• 世代間の所得移転が行われており、世代と世代
の助け合いとなっている。
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積立方式 賦課方式(日本)

特徴 現役期のうちに保険料を拠出
し、それを積み立て運用され
た基金を年金給付の財源とす
る。

現役世代が保険料として拠出した
額を同時期の引退世代の年金給付
に充てる制度である。世代間の所
得移転を前提

収益率 利子率（名目利子率） 人口成長率

メリット 高齢化の進行等により人口構
成の変化が生じても、各世代
が年金の負担・給付に関して
影響を受けない。

予期し得ないインフレといった不
確実性に対応できる。

デ メ リ ッ
ト

予期し得ないインフレといっ
た不確実性への対応に限界

高齢化等の人口構成の変化がある
ときは、世代間の不公平が生じる。
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スウェーデンの年金制度
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短時間労働者に関する厚生年金被保険者資格の取扱い

• 週の所定労働時間及び月の所定労働日数に関
する「４分の３要件」を満たす者に加え、４分の３
要件を満たさない者のうち、

1.「週所定労働時間が２０時間以上」

2.「賃金が月額88,000円以上」

3.「勤務期間が１年以上」

4.「従業員501人以上の規模である企業に使用さ
れている」
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年金制度の持続可能性

• 少子高齢化により、年金給付が多くなる。

• この給付に対して保険料を引き上げ

• 世代間の不公平

• 労働力人口が減るため、年金保険料の不足

• 世代間格差の是正と年金制度の給付と保険
料収入のバランス
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進む高齢化

• 65歳まで生きた場合の平均余命

男性：83.69歳 女性：88.66歳

（それぞれ1955年から2011年で6.87年、9.53
年延びる）

• 高齢化率（65歳以上人口÷全人口）

3000万人突破し、24.1%

• 2010年度の年金給付総額は51.1兆円
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保険診療による診療報酬とは？

• 診療報酬とは医療サービスと材料の料金で
あり、医療保険から医療機関に支払われる
医療費のことである。

• 手術、検査、投薬など、約2500種類の診療行
為の料金を保険点数（１点＝10円）として細
かく定めている。

• 診療報酬は全国統一の公定価格であり、日
本中どこでも同じであり、勝手に変えることが
できない。
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一部負担金
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高額療養費

• 重い病気やけがなどで長期入院したり、何度
も手術を繰り返す場合には、一部負担金が
高額になる。

• 医療費の自己負担額が高額になったときの
ためにあるのが高額療養費制度である。
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混合診療について

• 混合診療とは保険診療と自由診療（保険を使
わない自己負担での診療）であり、日本では
原則禁止。

• もし、混合診療を行ってしまった場合は、保険
診療も含めてすべて全額が自己負担となる。

• ただし、自由診療でも、「評価療養」（先進治
療など）と「選定療養（差額ベッド代など）」に
あたるものは混合診療を認めている。
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国民健康保険の問題
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• 国民健康保険の場合は、1人1人が被保険者となり、
扶養者数が多くなると保険料の増加となるのに対し、
一般的な健康保険の場合、扶養者数に関係なく保険
料が決まる。

• また、保険料は前年所得によって決まるため、失業や
大幅な所得の低下に対して保険料を十分に支払えな
い可能性がある（失業については大幅な減免がある）。

• 国民健康保険は保険料を払うことによって給付を受け
られる制度となっている。すなわち、保険料を支払わ
なければ、保険証を交付されることはなく、全額自己
負担で医療サービスを受けることとなる。
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イギリスの医療制度

• 社会保険方式ではなく、税方式で運営されて
いること。

• 治療には患者負担がなく、無料でサービスが
受けられること。

• 日本のように保険証１枚でどこの病院にかか
れるのではなく、まず地元の診療所でかかり
つけ医の診療を受ける必要があること。
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混合診療についてどう思うか？

• 日本では自由診療＋保険診療を行った場合、
全額自己負担となる。

• 混合診療を認めた場合、自由診療ありきの治
療が行われ、医療の価格に歯止めがかから
なくなる？

• 保険診療が認められれば安い費用で（質の
高い？）医療が受けられるので望ましいので
は？
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生活保護制度
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• 無差別平等の原則
貧困の理由が何であろうと、貧窮の事実が明ら
かになれば、保護が開始。

• 最低生活保障の原理
生きるか死ぬかぎりぎりの水準ではなく、福祉国
家の国民としてふさわしい生活水準を送るため
の給付

• 補足性の原理
能力や資産の活用、家族の支援、他制度（雇用
保険や年金給付）などを活用することが前提
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生活保護の給付水準
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受給世帯数の推移
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アメリカのフードスタンプ

• 様々な生活困窮者に食料を支給する。必要
な食料を買うための現金や調理済みの食事
を支給するのではなく、バウチャー（引換券）
を支給する。

• １人世帯の場合、最大で155ドル相当の食糧
と交換できる。

• 高齢者や障害者など稼働能力がないとみな
される人々だけでなく、稼働能力があるとみ
なされる人々も利用できる。
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生活保護費の浪費禁止条例を可決 兵庫・小野市

• 生活保護費や児童扶養手当をギャンブルで過
度に浪費することを禁止し、浪費を見つけた場
合、市民に情報提供を求める兵庫県小野市の
条例が27日、市議会本会議で可決、成立した。

• 施行は４月１日。本会議後に蓬莱務市長は記者
会見し「行政と市民が一体となって、福祉制度を
適正に運用するのが目的」と強調。

• 市民に通報を求める点についても「地域の絆を
強めるもので監視社会には当たらない」とした。

• ギャンブルに使わないようにフードスタンプ制を
導入して上手くいくだろうか？
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伸びていく生活保護費
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